「行政改革を考える」～その５（完）
　　　　　　　　　　総務省大臣官房審議官（財政制度・財務担当）　椎川　忍
８ 情報通信技術の利活用による行政改革

　今回の連載の最後にあたって、情報通信技術の利活用による「行政のあり方の改革」という点について考えてみたい。
通常のルーティンワークの中における情報通信技術を用いた行政改革は、電子申請、電子決裁、電子報告、電子入札、電子投票など、日常的に相当程度実践されてきているので、ここでは国家公務員と地方公務員の情報交換（共有）や政策論議という行政のあり方に関することに絞って話を進めてみたい。

本当に便利な世の中になったものだとつくづく感じるのが、この点についてである。１０年ほど前までは、国はともかく、地方公共団体にはまだほとんど個人業務用のパソコンは配備されていない状態で、ネット上で国家公務員と地方公務員が情報交換をしたり政策論議をしたりするということは考えられなかった。現在では、すべての都道府県、政令市や先進的な市町村では一人一台のパソコン配備がなされてきており、通常の業務はもちろん、今話題にしている政策立案に当たっての情報交換（共有）や議論もいとも簡単に行えるようになってきている。これを本当の意味でフル活用できれば、我が国全体の行政効率はめざましく向上し、地域の再生・活性化なども飛躍的に進むことは間違いない。
現に皆さん方は日常的にそういうことを実践されているわけだし、私もそういうことに努めている一人である。しかし、このことは頭の中では分かっていてもそう簡単にできるものではない。まず、我々国家公務員の方がそういう心がけを率先垂範して持たなければいけないし、地方公務員の方々もそういうことに臆することなく参加するという前向きな意識が必要である。次に、そういうメンバーを募り、つなぎ合わせるネットワークを構築し、広げていく必要があるが、そのネットワークにもいろいろな形態のものが必要になるだろう。
私の場合は、過去に地方から出向してきて霞ヶ関で一緒に仕事をした仲間や過去の地方勤務時代の仲間をそれぞれMLでつなぎ、情報交換や意見交換ができるようにしている。また、自分と関わりの深いところの地域おこしに関するMLにも積極的に参加し、その地域のいろいろな課題について幅広い意見交換がなされているのに対して、私なりに意見を投稿したり、私のこれまで培ってきた知識や経験から可能な範囲でアドバイスをしたりするように心がけている。このような活動を地道に続けることにより、やる気のある公務員同士や地域おこしに携わる仲間たちとネット上の意見交換や政策論議ができるようになるだけでなく、それを契機として現実の地域おこし活動に参加したり、オフ会での生の意見交換といったことにもつながっていくことになる。
将来的には、このような公務員や地域おこしに携わる人たちのネットワークを幅広く構築していき、その傘下に分野や課題別のネットワークなどをいろいろと張り巡らして、ネット上での政策論議を活発に行い、無駄な陳情のための出張や地域の実情を無視した予算措置などをなくし、国・地方を通じた公務能率の抜本的向上を目指していくのが私の夢である。
　
　
